
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
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財政構造の弾力性

経常収支比率 [92.8%]
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[85,396円]

類似団体内順位

11/129
全国市町村平均

114,142
福岡県市町村平均

106,367

(円)

210,000

180,000

150,000

120,000

90,000

60,000

30,000

181,055

65,254

113,849
116,542115,686

107,315107,397

H20H19H18H17H16

85,39689,22791,81594,47697,556

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [102.9]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [5.81人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [11.8%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [67.7%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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給与水準
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将来負担の状況

類似団体平均

行橋市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
【財政力指数　　0.66】
　財政力指数は、類似団体の平均と同水準となっており、県下の平均を0.13ポイント上回る結果
となっています。また、近年は向上の傾向にあります。今後とも市税の課税客体の的確な捕捉及
び徴収体制の強化を図るとともに、企業誘致を積極的に推進し、徴収率の向上及び市税収入の
確保に努めていきます。

【経常収支比率　　92.8％】
　経常収支比率は、類似団体の平均とはほぼ同水準となっており、県下の平均からは2.5ポイン
ト下回っています。平成18年度までは上昇傾向にありましたが、ここ２か年については経常収支
比率は低下しており、財政構造の弾力性は向上の傾向にあると言えます。今後とも、手当の見
直しや定員管理等を行い経費の削減に努めていくとともに、税収の確保のため、企業誘致を積
極的に推進、また市税徴収率の向上に努め、自主財源の確保を行っていきます。

【実質公債費比率　　11.8％】
　実質公債費比率は、類似団体の平均を2.5ポイント、県下の平均を1.1ポイント下回っています。
前年度（12.6％）との比較においても、0.8ポイント低下しており、今後も必要性の高い事業の実施
に努めて、地方債の管理を行うことにより、現在の水準を維持するよう努めていきます。

【将来負担比率　　67.7％】
 将来負担比率は、類似団体の平均や県下の平均から大きく下回っています。また、前年度との
比較においても13.7ポイントの減少となっており、健全な状態にあると言えます。

【ラスパイレス指数　　102.9】
　ラスパイレス指数については、給与体系の見直しの遅れから、類似団体中、最も高い水準と
なっています。今後は、国及び他の地方公共団体の事情を考慮しながら、各種手当ての見直し・
廃止、給与等の適正化に努めていきます。

【人口1,000人当たり職員数　　5.81人】
　人口1,000人当たり職員数については、類似団体の中でもかなり低い値となっています。現在、
平成16年より職員定員適正化計画に基づき、10年間で約10％（50名程度）の削減を目標として
定数削減を実施しているところです。今後も、職員定数適正化計画に基づき、職員数の削減に
努めていきます。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額　　85,396円】
　人口１人当たり人件費・物件費等決算額については、類似団体の平均や県下の平均と比較し
て大きく低い水準にあり、人件費・物件費についての適正度は高い状態にあります。今後も、人
件費及び物件費の適正化に努めていきます。


